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議会改革に関する検討結果について（第 6 回報告） 

 

 当委員会で定めました議会改革の検討項目のうち、検討が終了した事項につ

いて下記のとおり結果を報告します。  

今後、検討結果に伴う事務処理をはじめ、必要に応じて全議員への周知また

は関係委員会への通知等、適切な対応をお願いいたします。  

  

【検討項目】多様な人材が議員に立候補しやすい環境整備について 

 全国的に過疎化や高齢化が進む地方の自治体では、議員のなり手不足の問題

が深刻化しており、このことは住民自治の根幹に関わる深刻な問題である。 

 住民の多様な意見を反映しながら合意形成を行う場である議会において、多

様な人材が議員に立候補しやすい環境を整備することは急務であるため、下記

の 4 項目について、次期改選後の委員会において具体的に検討してもらうこと

を申し送る。 

 なお、上越市議会が平成 30 年 3 月に作成された「市議を目指しやすい環境整

備検討会提言書」は大変参考になる資料であるため、次期に検討される際は参

考にされたい。（別添資料のとおり） 

                 記 

1.住民参加の機会の拡充による議会への理解度向上 

 住民にとって議会や議員がどのような活動を行っているのかが分かりにくい

ため、議会に対する理解や信頼が得られていないという面があることから、議

会が住民からの要望や提言その他の意見を広く聴取し、多様な民意を市政へ反

映する役割があることを理解してもらうための工夫とその機会を積極的につく

ることが重要である。このための手段として、はまだ市民一日議会の充実をは

じめ、モニター制度・サポーター制度等、様々な住民参加の機会を工夫し検討

されたい。 

 また、議会でどのような議論がなされているかを理解してもらい、議会をよ

り身近な存在と感じてもらうためにも、様々な立場にある世代の住民が積極的

に傍聴できる環境づくりが必要であることから、傍聴席のバリアフリー化や親

子傍聴席、キッズスペースや授乳室等、住民目線で傍聴機会の拡充に努め、環

境整備を検討されたい。 



2.議員に立候補しやすい環境整備の充実 

 議員に立候補した者が、企業等において休暇等を取得する場合に、解雇や配

置転換等の不利益な取り扱いを受けることがないよう、また、落選した場合に

も職場復帰できるような休暇・休職・復職制度の充実について調査・研究され

たい。併せて、日中に仕事を持つ世代や子育て中の世代が仕事や育児と両立し

ながら議員活動ができるよう、夜間・休日会議等の開催の可能性について検討

されたい。 

 また、当市議会においては、令和 3 年 3 月に出産・育児・介護等による会議

欠席事由を会議規則等において規定したところであるが、今後も若い人をはじ

め、多様な人材が市議会へ参加できるよう、会議や視察における子を持つ議員

の乳幼児の同伴や障がいのある議員の介助者・介護犬の同伴、会議室のバリア

フリー化等、様々な人々の視点に立って、必要と思われる法令整備や環境整備

の充実について検討されたい。 

3.議会による主
①

権者教育やシ
②

ティズンシップ教育の推進 

 幼児・小学生・中学生・高校生の時から主権者教育をはじめ、ふるさと郷育

や地域体験等、様々な機会を通じて、一人ひとりが浜田市にとって大切な存在

であり、将来、地域のために何が必要で、何が自分にできるかの気づきを持っ

てもらったり、まちづくりや政治、議会や議員の役割について関心を持っても

らったりすることが重要である。 

 このため、小中高校生や大学生等を対象とした模擬会議の開催や高校生によ

る政策甲子園、教育現場に議員が直接出向いて講義する議会出前講座等の開催

を検討されたい。 

①主権者教育とは、国や社会の問題を自分の問題として捉え、自ら考え判断し、行動していく主権者を育成する教育 

②シティズンシップ教育とは、市民として必要な要素を備え、市民としての役割を果たせるようになることを目指す教育 

 

4.議会におけるＩＣＴの活用と推進   

 当市議会では平成 30 年からタブレット端末を全議員に貸与し、ペーパーレス

会議システムを導入しており、資料のペーパーレス化はもちろんのこと、議員

の情報収集機能の強化につながっている。タブレット端末の活用は、ライフス

タイルが多様化する中、場所や時間に制約されることなく会議資料等の閲覧や

検索ができたり、ウェブ会議やウェブ研修への参加を可能にしたりすることか

らも、今後さらなる活用が期待される。  

 また、広報広聴機能の充実として、これまでも会議等の動画配信、会議資料

や審議結果の公開等市議会ホームページ等を通じて積極的に議会の見える化を

図っており、今後はＳＮＳの活用等、議会広報広聴委員会での調査研究を踏ま

え、議会情報を分かり易く市民に公開することにより、議会への市民参加と関

心の向上を図り、ＩＣＴを積極的に活用した次代の議会運営等について調査研

究し、さらに推進されたい。 



【参考資料：上越市議会提言書】














